
 

FLNGの係留システムは FPSOで使用されているものと同様であるが、FLNG(少なくとも

Shellの場合)の船体はかなり大型であり、より強靭なタレット係留システムが必要とされ

る。Prelude FLNGでは、SBMが Shellとの長期契約によりインターナルタレット係留装置

を設計・供給する EPCI（設計・調達・試運転・据付）契約を受注している。Shell FLNG向

けタレットは直径及び係留荷重の点で過去最大になるとされている。 

購入決定要因 

FLNGは極めて危険な環境で運転することを意図された新技術である。これまでにない技

術であり、運転には危険が伴い、故障等により稼働が停止すると多額の損失が出ることか

ら、FLNG船主は一般の船主よりも価格敏感性が低く、品質と信頼性にプレミアムを支払う

ことを厭わないと考えられる。 

規則及び指針 

FLNGの設計及び建造の規則及び指針を様々な船級協会が作成している。例えば、DNVは

「LNG/LPG浮体式生産貯蔵ユニットと設備の船級規則」(DNV-OSS-103 Rules for 

Classification of LNG/LPG Floating Produciton and Storage Units and 

Installations)(2009年)及び、オフショアテクニカルガイダンス「浮体式液化ガスターミ

ナル」（OTG-02 Floating Liquefied Gas Terminals)（2011年）で FLNGの規則・指針を規

定している。 

FLNG需要予測 

今後の FLNG発注は、「世界の LNG需要」「Prelude FLNG建造プロジェクトにおいて設計

上の問題を解決し、コストを制御することができるかどうか」に影響される。 

LNG需要予測はシェールガス開発の動向に左右されるが、需要が今後も上向きで推移し、

FLNG第一号プロジェクトが計画通りに展開すれば、今後 10年間に 3〜6基の FLNGが発注さ

れると考えるのが妥当であろう。 

技術開発の動向 

FLNGは開発初期段階にある。FLNG第 1号が建設中であるという事実にもかかわらず、

FLNGの運転が商業的に成り立つまでには多くの解決すべき技術的課題が残されている。

FLNGのトップサイドプラントの重量と容積を最小化することに焦点が当てられており、現
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在、トップサイドプラントのシステムとコンポーネントの改良により、軽量化、小型化を

達成するための研究に力が注がれている。 

業界は LNGハンドリングと洋上トランスファー用の極低温システムの改良にも開発にも

相当な力を入れている。格納システム技術もまた業界の関心を惹き付けている分野である。

FLNG格納タンクは部分積みとなる時間が長いため、デッキ搭載重量の多い大型の FLNGでは

スロッシングの問題が発生する。 

日本の造船事業者及び舶用機器サプライヤーにとっての参入機会 

日本の造船事業者及びメーカーは、複雑な LNG船の建造やこれらの船舶で使用される極

低温機器の設計、製造に豊富な経験を有する。FLNG部門は、LNG部門で事業を行っている

日本の全サプライヤーとって関心が持てる市場である。 

韓国造船所は FLNG 部門で先行しており、開発の進捗状況はさまざまであるが、サムスン、

大宇、現代がそれぞれ FLNG設計を開発している。これは日本の造船事業者にとって参入の

壁となりえる。しかし、市場は開発のごく初期段階にあり、日本の企業が LNG部門に持つ

豊かな経験を鑑みると、FLNG市場は日本企業にとって潜在的市場となりうる。 
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2.8 FSRU(浮体式貯蔵再ガス化設備) 

FSRUは LNGを貯蔵、再ガス化するために洋上または岸壁に設置されて LNG受入施設とし

て使用される。改造または新造の LNGタンカーに再ガス化設備を搭載することにより、LNG

受入/貯蔵/再ガス化施設として機能するものである。LNG は LNG 船から FSRU に荷揚げされ、

必要とされるまで極低温タンクで貯蔵される。FSRUは沖合に係留される場合もあれば、接

岸設置され、陸上施設に代えて受け入れターミナルとして使用される場合もある。生産さ

れたガスは海底パイプラインまたはオフローディングアームにより FSRUから陸上の送ガス

パイプライン網に送られる。 

FSRUの特性 

FSRUにはいくつかの大きな長所がある。FSRUを使用することにより、島嶼や、パイプラ

イン敷設が物理的にまたは経済的に成り立たない場所に天然ガスを輸送することができる。

また、FSRUを洋上の設置することにより、天然ガス輸入施設を陸上に建設する場合ほど環

境上の反対を受けない可能性もある。FSRUは自航能力を有しているため、天然ガスの需要

ピーク時には受入/再ガス化設備として利用し、需要が低い季節には通常の LNG輸送タンカ

ーとして転用することも可能である。LNGタンカーを FSRUに改造するためのコストは比較

的低い。陸上ベースの再ガス化プラントと異なり、設置に陸上の敷地をほとんど必要とし

ない。一般に、陸上ベースの再ガス化プラントよりもプロジェクト開発に必要とされる時

間が短い。FSRUは需要の変動に従って、別の場所に移動、再配置することができる。 

FSRU の短所としては、陸上ターミナルと比べて貯蔵及び再ガス化能力が低いことがある。

また、洋上設置でも環境上の反対を完全に回避することはできない。特に米国では LNG受

入ターミナル開発許認可プロセスのハードルは高い。海水を熱源として利用するオープン

ループ方式は最も運転コストの低い再ガス化方法であるが、環境上の観点から反対を受け、

コストが高いクローズドループ方式の再ガス化システムを採用する必要が発生している。 

稼働中の FSRU数 

2011年 11月現在、世界で 6隻の FSRUが稼働している。FSRUは比較的新しいビジネス部

門であり、5年前には稼働中の FSRUは存在しなかった。稼働中の FSRU数の推移を図表

2.31に示す。 
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 図表 2.31 稼働中の FSRU数の推移 

 

図表 2.32に示すように、ブラジルとアルゼンチンでそれぞれ 2隻の FSRUが稼働してい

る。アラビア湾ではクエート 1隻、アラブ首長国連邦（UAE)1基の計 2隻が稼働している。 

図表 2.32 稼働中の FSRUの設置海域 

 

2011年 11月現在に稼働中の FSRUを図表 2.33に示す。 

図表 2.33 稼働中の FSRU 
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発注トレンド 

過去 10年間に 11隻の FSRUが発注された。図表 2.34は発注トレンドを示したものであ

る。前述のように、FSRU契約はすべて 2007年以降に発注されている。 

図表 2.34 過去 10年間の FSRU発注数 

 

受注残 

2011年 11月現在 FSRUの受注残は 5隻である。現代が Hoegh LNG向けに 2隻の建造を受

注している。うち 1隻はインドネシアで使用され、2隻目の FSRUの設置先は未定である。

大宇はブラジルで使用される FSRU１隻を Excelerateから受注した。Jurongと Dubai 

Drydocksはそれぞれ LNG船の FSRU改造契約を受注している。Jurongが受注した FSRUはイ

ンドネシアに、Dubai Drydocksが受注した FSRUはイタリアに配備される予定である。発注

済みの FSRUの詳細を図表 2.35に挙げる。 

図表 2.35 発注済みの FSRU 
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主要機器サプライヤー 

FSRUの 3つの基幹構成物は再ガス化プラント、船体、係留システムである。 

再ガス化プラントは、周囲温度を上昇させることにより LNGを気化する熱交換装置であ

る。Hamworthyが FSRU再ガス化プラントの主要サプライヤーである。Hamworthyはスチー

ムプラントからの水蒸気で加熱したグルコール水混合液を熱媒体とした熱交換装置、また

はクローズドプロパンループ内で海水を循環させる熱交換装置をスキッド上に搭載した再

ガス化プラントを提供している。 

FSRUの船体は LNG船の船体と同様であり、現在稼働中または発注済みの FSRUの約半数は

中古 LNG船を FSRUに改造するものである。LNG船にマリンシステム及び機器を供給してい

るメーカーが FSRUでも契約を競うであろう。これらのシステム、機器には格納システム、

極低温サブマージドポンプ、極低温トランスファーシステムが含まれる。 

FSRUで使用される係留システムは設置場所に左右される。多く FSRUは桟橋に係留される

ため、特別な係留システムを必要としない。 

しかし、沖合に設置され、陸上へのガス送出に海底パイプラインを使用する FSRUではガ

スの送出に一点係留システムまたはタレットが必要となる。SBM、Bluewater、SOFECが一係

留装置とタレットの主力サプライヤーである。 

購入決定要因 

FSRUは危険な環境で運転される、海洋工学技術と LNG再ガス化プラント技術をあわせた

複雑な浮体式設備である。FSRUの運転に伴う危険性を考えると、FSRU船主は一般の船主ほ

ど価格に敏感ではないと考えら得る。品質と信頼性にプレミアムを支払うことに吝かでは

ないだろう。 

規則及び指針 

FSRUの設計・建造の規則及び指針を様々な船級協会が作成している。たとえば ABSは

「浮体式洋上液化ガスターミナル建造、船級ガイド」（Guide for Building and Classing 

Floating Offshore Liquefied Gas Terminals)(2011年)でガイドラインを作成している。

DNVは「OTG-02 浮体式液化ガスターミナル」(OTG-02 Floating Liquefied Gas 

Terminals)(2011年)に FSRUのガイドラインを規定している。 
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FSRU需要予測 

今後 5〜10年間に年間平均 1〜2隻の FSRU発注が見込まれる。しかし、将来のガス供給

リスクが存在することにより進行が阻まれている小規模なプロジェクトにおいて FSRUコン

トラクターが長期 ex-FSRU天然ガス供給契約を提供することにより、FSRU発注数が飛躍的

に拡大することも考えられる。この場合、コントラクターがターンキーベースで全プロジ

ェクトリスクを負うことが要求される。係る契約では 20年以上の長期にわたり「hell or 

high water」（キャンセル不能）ベースで天然ガスが供給されことから、いくつかのプロ

ジェクトの進行を妨げている将来のガス供給リスクを排除することができる。現時点で主

要な FSRU供給事業者（Golar、 Hoegh、 Excelerate)は FSRUの供給しか行っておらず、顧

客であるオペレーターが将来のガス供給リスクを負っている。 

技術開発の動向 

業界は既存 LNG船の FSRUへの改造から、特定の長期使用に合わせて新たに FSRUを設計

する方向に動いている。現代が 2隻、DSMEが 1隻の専用設計 FSRUの新造契約を受注してい

る。専用設計の FSRUではシステムの最適化に大きな焦点が置かれている。 

オープンループ方式の気化システムが環境上の観点から強い反対に合ったことから、環

境に優しいクローズドループ方式への関心が高まっている。 

日本の造船事業者及び舶用機器サプライヤーにとっての参入機会 

日本の造船所及び舶用機器サプライヤーは複雑な LNG船の建造実績と搭載される極低温

機器の設計・製造に豊かな経験を有しており、LNG部門で活発に事業を行っている日本のサ

プライヤーすべてにとって FSRUは関心の持てる市場である。 

甲板機器（デッキクレーン、ウィンチ、ポンプ）の供給に加えて、FSRU向け再ガス化プ

ラント及び/又はプラントのコンポーネントが日本のメーカーにとって潜在的市場となりう

る。 
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2.9 FSO(浮体式貯蔵積出設備) 

FSOは様々な状況下で洋上貯蔵・積出機能を提供する。FSOは生産機能を持たず、固定式

の生産設備、ジャッキアップ型生産設備、貯蔵設備を持たない浮体式生産設備と併用され、

洋上で原油及びコンデンセートを受け入れて貯蔵する能力を提供する。FSOは陸上の生産油

ガス田の貯蔵/ローディング施設として利用されることもあり、貯蔵/デリバリーターミナ

ル、貯蔵/ブレンディング/積み替えターミナルの役割を果たしているものもある。 

稼働中の FSO 

現在 98基の FSOが稼働している。これは 5年前の稼働数の 40％増にあたる。稼働中の

FSO数の推移を図表 2.36に示す。 

図表 2.36 稼働中の FSO数の推移 

 

特定の油がス田における使用に合わせて建造された比較的新しい FSOがごく少数存在す

るが、稼働中の FSOの大部分は高齢シングルハルタンカーを貯蔵/積出用に改造したもので

ある。FSOの大部分は極めて古く、稼働中の FSOのおよそ 75％が船齢 20年以上である。 

稼働中の FSOの半数以上がアフラマックスまたはスエズマックス型であり、およそ 4分

の 1が VSCC型である。ULCC型もいくつかあり、最近カタール沖に設置された 2基が含まれ

る。 

現在稼働中の FSOのおよそ 45％は東南アジアに設置されている。西アフリカがこれに続

き、約 18％である。図表 2.37は稼働中の FSOの設置海域を示すものである。 
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図表 2.37 稼働中の FSOの設置海域 

 

FSOオーナーシップ 

主要な FSOオペレーターは Tanker Pacific (6基)、Teekay(6基)、Perenco(6基)、

Modec(4基)、Trada Maritime (4基)、MISC(3基)、Aegean(3基)、Chevron(3基)、Titan(3

基)である。この他の FSOオペレーターはそれぞれ 1〜2基を所有している。 

図表 2.38は 2011年 11月現在に稼働していた FSOをリストアップしたものであり、それ

ぞれの FSOについてオーナー、油ガス田オペレーター、船舶の主項目を示す。 
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図表 2.38 稼働中の FSO 
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発注トレンド 

過去 5年間に 30基の FSOが発注された。このうち 5基は特定のオペレーション専用に設

計された新造 FSOであり、25基は既存タンカー船体の改造である。 

受注残 

2011年 11月現在発注されている FSOは 5基である。うち 2基は新造、3基は改造契約で

ある。FSO改造はシンガポール（ケペル 2基、Sembawang1基）で行われている。IHIと韓国

の Sungdong（ソンドン造船海洋）がそれぞれ 1基の FSO新造契約を受注している。図表

2.39は発注済み FSOの詳細を示したものである。 

図表 2.39 発注済みの FSO 

主要機器サプライヤー 

FSOは基本的に原油の洋上貯蔵、積み出し能力を持つタンカーであり、アフラマックス型

または VLCC型タンカーと共通した機器（ポンプ、防火システム、ウィンチ、デッキクレー

ン等）が必要とされる。これらの機器はタンカー部門と同様のメーカーにより供給される。 

購入決定要因 

図表 2.38に示した FSOオーナーは造船所と主要システムサプライヤーにとって受注の鍵

を握っている。オーナーが建造、改造ヤードを選び、船舶に求められる主要なシステムを

指定する。 

FSO改造、建造契約は一般に少数の指名ヤードによる競争入札にかけられる。Maerskに

リースされている FSO Asiaのような高仕様の FSOについては、顧客は最高品質のシステム

及び機器でなければ受け入れず、入札事業者はこのようなシステムと機器のコストを反映

した見積り船価を提示する。タンカーを改造した FSOでは、特に東南アジア設置向けの場

合、システムや機器の品質はそれほど重要視されない。 
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FSOの設置国での建造・改造を義務付ける現地調達要件が強化される傾向にあり、特にブ

ラジルは FPSO、FSO、その他の海洋構造物工事をブラジル造船所で実施することを義務付け

る政策を取っている。現地調達方針は他国でも広がると予測される。 

FSO需要予測 

今後 5年から 10年の間に年間平均 5〜7基の FSOが発注される可能性が高い。これは過

去 10年間の年間平均 6基とほぼ同じレベルである。最近の発注パターンに基づくと、この

うち 1〜2基が特定の設置場所にあわせた新造 FSOとなる。残りは既存タンカー船体を FSO

に改造するものである。 

技術開発の動向 

FSOは技術的に成熟した部門であり、特に重要な技術開発は行われていない。 

日本の造船事業者と舶用機器サプライヤーにとっての参入機会 

日本の造船所が将来の FSO新造契約入札に参加することは可能である。日本の造船所が

FSO新造契約受注に成功した例として、IHIが Chevron向けに建造中のスエズマックス型

FSOがある。同 FSOはタイ沖に設置される予定であり、建造契約額は約 1億 2,150万ドルと

されている。 

日本の舶用機器サプライヤーにとって、FSOは同じサイズのタンカーと共通した機器を供

給する機会を提供する。ただし、FSOは推進システムを必要としない。 
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3. ドリルシップとセミサブ型掘削リグ 

本章では、ドリルシップ（船型掘削リグ）及びセミサブ型掘削リグ部門を概観し、現在

稼働中の掘削リグ、主要なリグ船主、発注数の推移、受注残、代表的な機器サプライ、購

入決定要因、規則と指針、需要予測、技術開発の動向、及び本部門における日本の造船事

業者及び舶用機器サプライヤーにとっての市場機会について論じる。 

稼働中のドリルシップとセミサブ型掘削リグ 

大水深探鉱開発使用される掘削リグは基本的にドリルシップ型とセミサブ型の 2種類で

ある。現在世界で稼働中または利用可能なドリルシップとセミサブリグは 304基であり、

うち 81基（27%）がドリルシップ、233基（73%）がセミサブリグである。図表 3.1に 2011

年 12月時点で稼働中または利用可能であった掘削リグの一覧を示す。 

図表 3.1 稼働中のドリルシップとセミサブリグ 

 

現在稼働中のドリルシップ及びセミサブリグの多くは比較的高齢であり、3分の 1が船齢

30年以上、60%が船齢 20年以上に達している。但し、これらのリグの多くが建造以来少な

くとも 1回のアップグレード工事を受けている。 

図表 3.2に示すように、現在稼働中のドリルシップとセミサブリグの建造数には 4回の

波がある。リグ建造の第 1波は 1973〜1977年に発生し、1981〜1984年に第 2のブームが到

来した。その後 1991年まで引渡し数は低迷し、1990年代初めから半ばにかけての数年間に

リグ建造数はついにゼロとなった。リグ建造の第 3の波が 1999〜2000年に発生した後、6
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年間にわたりリグ引渡し数は落ち込んだ。2008年に現在のリグ建造ブームがスタートし、

2008〜2011年には 85基の新造リグが引き渡されている。 

図表 3.2 現在稼働中のドリルシップとセミサブリグの船齢分布 
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掘削リグの主要オーナー 

ドリルシップとセミサブリグ船主は比較的少数の企業に集中している。大手海洋掘削コ

ントラクター7社が現役ドリルシップの約 64%をコントロールしており、9社が現役セミサ

ブリグの 67%をコントロールしている。 

Transoceanが圧倒的な最大手であり、ドリルシップの 30%、セミサブリグの 22%をコント

ロールしている。ENSCO、Noble Drilling、Diamond Offshore、Seadrillがドリルシップ/

セミサブリグ運用数で Transocean社に続いている。その他の大手掘削リグオペレーターと

して、Saipem、Atwood Oceanics、Maesk、Ocean Rig、Stena、Pacific Drilling、Fred 

Olsen、Queiroz Galvaoが挙げられる。 

図表 3.3は、ドリルシップとセミサブリグの主要オペレーターと各社の保有リグ数がリ

グ総数に占める割合を示したものである。 
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図表 3.3 ドリルシップ及びセミサブリグ保有構成 

 

発注のトレンド 

図表 3.4は過去 10年間のドリルシップ及びセミサブリグの年間発注数の推移を示したも

のである。図表 3.4に示されるように、後半に発注数が急増している。世界金融危機の影

響を受けた 2009年と 2010年を除いて、発注数は 2005年以降毎年増加している。2011年は

特に好調であり、ドリルシップ 35基、セミサブリグ 5基が発注された。 

図表 3.4 過去 10年間のドリルシップ及びセミサブリグの発注数 
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受注残 

2011年 11月現在、48基のドリルシップと 18隻のセミサブリグが発注済みである。図表

3.5に発注済みの建造契約を示す。平均建造コストを 6〜7億ドルと想定すると、大水深掘

削設備の新造に総額 400〜460億ドルが投入されたことになる。 

韓国造船所はドリルシップ 37基、セミサブ 7基を受注しており、ドリルシップ/リグ建

造では他の追従を許さない有力プレーヤーである。サムスンの手持工事数が最も大きく、

ドリルシップ 16基、セミサブ 2基を受注している。これらの掘削リグの引渡しは 2012年

から 2014年半ばにかけて予定されている。これに続いて大宇がドリルシップ 9基、セミサ

ブリグ 5基を受注しており、引渡しは 2012年から 2014年半ばの予定である。3位の現代は

2012年から 2014年に引渡しを予定されている 12基のドリルシップを受注している。 

中国造船所はドリルシップ 4基、セミサブリグ 5基を建造中である。上海造船所は 2014

年の引渡しに向けて 2基のドリルシップを建造している。COSCO大連(Dalian)造船所と STX 

大連（Dalian）造船所はそれぞれ 2012 年の引渡し予定でドリルシップ 1 基を建造中である。

Yantai Rafflesと COSCO南東（Nantong）造船所はそれぞれ 2012年と 2014年半ばの引渡し

にむけて 2基のセミサブリグを建造中である。COSCO 舟山（Zhoushan）造船所は 2012年初

めの引渡しに向けてセミサブリグ 1基を建造中である。 

シンガポールで 3基のセミサブリグが建造されており、Keppel FELSが 2基、Jurongが 1

基を建造している。これらのリグの引渡しは 2012年に予定されている。 

ブラジルのペルナンブッコ州に新設された Atlantico Sul造船所は 7基のドリルシップ

を受注している。ペトロブラスがブラジルオフショア油ガス田開発向け大型掘削リグ調達

プログラムの一環として発注されたものであり、契約総額は 46億ドルとされている。当該

ドリルシップはこれらの掘削リグ調達を目的として設立されたブラジル法人である Seteに

引き渡され、ペトロブラスに長期用船されることになっており、引渡しは 2015〜2018年に

予定されている。サムスンが少数株主として Atlantico Sul造船所に出資し、技術支援を

提供しているが、Atlantico Sul造船所にドリルシップの建造実績がないことを考えると、

1基あたり 6億 6,200万ドルという船価は低く見積もりすぎの感もある。 
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図表 3.5 発注済みのドリルシップ及びセミサブリグ 
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主要な機器サプライヤー 

大水深ドリルシップ及びセミサブリグは複雑で高価な設備である。水深 12,000フィート

（3,657メートル）で運転可能なユニットの建造には 6億から 6億 5000万ドルかかる。例

えば、2011 年 10 月に大宇に発注された最大稼働水深 12,000 フィート（3,657 メートル）、

DP 3搭載の Atwood Achieverの建造コストは 6億ドルとされている。2011年半ばに Maersk

がサムスンに発注した最大稼働水深 12,000フィート（3,657メートル）、DP3搭載ドリル

シップ 2基の建造コストは 1基当たり 6億 5,000万ドルであった。搭載される掘削装置パ
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ッケージだけでも 2億ドルから 2億 2,000万ドルかかる。例えば、NOV（National Oilwell 

Varco)は Atlantico Sul造船所で建造される 7基ドリルシップの掘削装置パッケージ供給

契約を契約総額 15億ドルで受注しており、1セットあたり 2億 1,400万ドルとなる。 

図表 3.6に最新の超大水深セミサブ式掘削リグの技術スペックの一例を示す。これは、

最大稼働水深 10,000フィート（約 3,000メートル）の厳海域仕様、DP3搭載の第 6世代リ

グである Transocean Barentsのスペックである。Aker H6e設計の同セミサブはノルウェー

の Aker Stordヤードで建造された。出力 7,066hpの Bergenディーゼル機関 8基が搭載さ

れ、総出力は 56,528hpである。各 6,235kVA(kVA=1,000ボルトアンペア)の皮相電力容量を

持つ Alconza AC発電機 8基が搭載されている。発電機セットにより Rolls Royce 

Aquamaster設計の固定ピッチアジマススラスタ 8基と Aker Pusnes電気ウィンチ 8基に電

力が供給される。 

図表 3.6 超大水深セミサブ式掘削リグの技術スペックの一例 

主項目 

デザイン Aker H-6e 

建造ヤード/引渡年 Aker Stord/2009年 

最大稼働水深 3,047m 

最大掘削深度 9,143m 

メインデッキ 90 x 70m 

運転喫水 23m 

掘削喫水 67.3 ft 

掘削装置 

デリック AKMH Dual RamRig Hydraulic 

ロータリーテーブル AKMH Wirth RTSS Hydraulic (2) 

トップドライブ AKMH MDDM (2) 

パイプハンドリング AKMH Racking System 

マッドポンプ AKMH Wirth (4) 

発電装置 

ディーゼル Bergen 7,066 hp (8) 

発電機 Alconza/NIR 6,235kVA (8) 
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定位保持システム(Stationkeeping) 

ダイナミックポジニング Kongsberg DP3 

スラスタ Rolls Royce Aquamaster 固定ピッチア

ジマススラスタ(8) 

甲板機器/係留装置 

ウィンチ Aker Pusnes Electric, 290t Pull (8)

デッキクレーン  Kenz Figee Electro-Hydraulic (2) 

20mで 65t 

アンカー  Vryhoff Stevpris 15t (8) 

 

図表 3.7に最新の超大水深ドリルシップの技術スペックの一例を示す。このユニットは

現代重工で建造されている DP3 MSC Gusto設計ドリルシップ Deepwater Championである。

最大稼働水深は 10,000フィート(3,000メートル)であり、12,000フィート(3,657メート

ル)までアップグレード可能である。MAN B&Wディーゼル発電セット 8基が搭載され 43.2MW

の電力を供給する。ABBが動力分電システムと ACS6000スラスタドライプ 6台を、Rolls 

Royceがそれぞれ定格出力 6,705hpのアジマススラスタ 6基を、NOVが掘削機器パッケージ

とデッキクレーンを供給している。 

図表 3.7 超大水深ドリルシップ技術スペックの一例 

主項目 

デザイン Gusto P10000 

建造ヤード/引渡年 現代/2011年 

最大稼働水深 3047m,3657mまでアップグレード可能 

最大掘削深度 12191m 

全長 x全幅 229.2 x 36m 

運転喫水 11m 

掘削装置 

デリック NOV 

ロータリーテーブル NOV (2) 

トップドライブ 

NOV TD (2) 
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パイプハンドリング 

NOV PRS-5 (2) 

マッドポンプ 

NOV Pumps (2) 

発電装置(Power Plant) 

ディーゼル STX-MAN 4.5MW(6); STX-MAN 9MW (2) 

発電機 4.3MW(6); 8.7MW(2) 

非常用発電機 Cummins Diesel 1.9MW 

動力分電システム ABB Switchboard Feeding ABB ACS 

Variable Drives 

定位保持と推進装置（Stationkeeping & Propulsion) 

ダイナミックポジショニング DP3 

スラスタ Rolls Royceアジマススラスタ(6) 

プロパルジョン ABB 5MW スラスタ（6） 

甲板機器 

デッキクレーン NOV 165t Knuckle Crane (1) 

NOV 85t Knuckle Crane (2) 

NOV 100t Knuckle Crane （１） 

20t Service Crane (１) 

 

米掘削機器メーカーの National Oilwell Varco(NOV)はセミサブリグ及びドリルシップに

搭載される掘削機器パッケージの最大手で、圧倒的なシェアを占めている。同社は掘削機

器サプライ市場最大手メーカーの地位を梃として、積極的な企業買収戦略により、ドリル

シップやセミサブリグ船主に提供することのできる掘削リグ向け製品の幅を拡大し、掘削

リグサプライ市場の需要のさらなる取り込みを図っている。現在、同社はドリルシップ及

びリグ向けにウィンチ、係留システム、クレーン等の機器も供給することができる。 

Aker Solutions（AS)もオフショア掘削リグ及びドリルシップ向け機器の大手サプライヤ

ーである。同社はオフショアリグ向けの掘削機器パッケージを設計、供給しているが、NOV

ほどのスケールではない。最近 ASは、Jurong建造の 3基のセミサブリグに掘削機器パッケ

ージ及びその他の機器を供給した。これらのセミサブリグはブラジル沖の掘削作業に投入

される。ASはまた、DSMEで 7基がシリーズ建造された第 6世代ドリルシップに掘削トップ

サイド設備を供給した。 
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Siemensもドリルシップ及びセミサブリグ向けパワーパッケージと自動化システムのサプ

ライヤーとして確固とした地位を確立している。同社はスイッチギア、スラスタドライブ

及び電動機、変圧器、オルタネータ等の機器を提供している。Siemensはオフショア掘削設

備向けワンストップ・ソリューションを提供する能力を売り物にしている。最近では、大

宇が台湾船主向けに建造している DP3ドリルシップ向けに 8.4MWオルタネータ 6台, 5.5 

MWスラスタモータ 6台とスイッチギア、変圧器、電力管理システムの供給契約を受注して

いる。 

ABBも本部門における主力企業である。同社は過去 10年間に 50以上の発電/分電システ

ムをドリルシップ又はセミサブ掘削リグ用に納入した実績を持つ。ABBはまた掘削ドライブ

システム、推進ドライブシステム、アジマススラスタ、自動化システムをオフショア掘削

リグ用に供給している。最近、同社はブラジル向けにサムスンで建造されている 2隻のド

リルシップ向けのパワーシステム、掘削ドライブ、推進システムを 3,500万ドルで受注し

ている。 

MAN B & W、Wärtsilä 、Caterpillarは大水深掘削設備用ディーゼル発電機の主力サプラ

イヤーである。しかし、ディーゼル発電セットの場合、セミサブリグとドリルシップでは

主要サプライヤーが異なる。セミサブはドリルシップと比べて搭載重量の制限が厳しいた

め、軽量化に重点が置かれる。 

図表 3.8に過去 10年間の建造・発注済みセミサブリグとドリルシップのディーゼル機関

のサプライヤーを示す。 
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図表 3.8 現在稼働中または発注済みのドリルシップ及びセミサブリグ向けエンジンの納入

実績 

 

Caterpillarと Wärtsilä はセミサブ掘削リグに搭載されるディーゼルエンジンの主要サ

プライヤーである。過去 10年間に引き渡された、または現在発注されている 75基のセミ

サブリグのうち、Caterpillarが少なくとも 22基、Wärtsilä は少なくとも 17基にディー

ゼルパッケージを供給した。GM（ジェネラル・モーターズ）の子会社であった EMD が 9 基、

Rolls Royce Bergenが７基にディーゼルパッケージを納入している。75基のうち 20基の

エンジンサプライヤーは不明である。 

ドリルシップに搭載されるエンジンの最大手サプライヤーは MAN B&Wであり、群を抜い

ている。同社は、最近セミサブリグ搭載エンジンを納入した実績はないが、過去 10年間の

建造及び発注済みドリルシップに搭載されるディーゼルパッケージの 40%を供給している。

Wärtsilä がこれに続き、ドリルシップ 14基にディーゼルパッケージを供給し、市場シェ

アは 15%である。Hyundai Himsen、Caterpillar、EMDの市場占有率は上位 2社に比べて小

規模である。三井は 2005年に ADDエンジン 8基を掘削船「ちきゅう」向けに納入した実績
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がある。うち 6基は 12ADD30V 5,270kWディーゼル機関であり、2基は 6ADD30V 2,640kWデ

ィーゼル機関であった。 

購入決定要因 

図表 3.3に示したドリルシップとセミサブリグのオーナーは造船所と主要システムサプ

ライヤーにとって主要な顧客である。Transocean、Ensco、Noble、Diamond、Seadrill等の

海洋掘削コントラクターはしばしば長期の掘削サービス契約を確保する前にドリルシップ

またはリグの調達を決定する。海洋掘削コントラクターが建造造船所を決定し、標準設計

にどの程度の変更を加えるかで変わってくる追加コストをにらみつつ、リグに搭載する掘

削パッケージと他の主要システムを特定する。 

本セクションで事業を行っている主要造船所はサムスン、現代、大宇、Keppel Felsであ

り、これらの造船所はドリルシップ/リグ標準設計を顧客に提供している。しかし、顧客が

造船所の基本スペックを超えた性能強化を具体的に特定する場合も少なくない。たとえば

最近 Nobleは引渡し価格各 3億 1500万ドルで現代に超大水深ドリルシップを発注したが、

同ドリルシップには現代の Gusto p10000に基づいた設計にノーブルが指定したアップグレ

ードが施され、追加機器が搭載される。 

価格は重要であるが、ドリルシップとセミサブ掘削リグの搭載機器の購入を決定するう

えで製品の品質と信頼性が大きな影響を持つ。ドリルシップ/リグは油ガス田オペレーター

との契約の下で運転されており、故障等により作業が休止された場合、船主である海洋掘

削コントラクターが収入を失うことになる。第 6 世代リグセミのデイレート（日額作業料）

は 50万ドルから 60万ドルとなりえる。船主は割高でもトラブルの発生する可能性低い信

頼性の高い機器やシステムを選択すると考えられる。 

ドリルシップ及びセミサブリグの主要オペレーターが特定の造船所と強力な関係を持っ

ているようには見えず、どちらかといえば複数の造船所に分散して発注する傾向が見られ

る。例えば、Transoceanは過去 10年間に 3基のドリルシップをサムスンに、4基を大宇、

1基を現代で建造している。Nobleは 2基を上海造船所、1基を STX大連に発注している。

Seadrillは 4基のセミサブリグを Jurongに 2基をサムソンに、2基を大宇に、1基を

Vyborgskiyに発注している。 

掘削システムについても現地調達を優遇する傾向が見られる。例えば、ペトロブラスが

現在入札を募集しているドリルシップ/リグ契約ではブラジル国内建造が条件とされている。
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（一方、この他にブラジル国外でペトロブラス向けにさらに 30基の掘削リグが建造されて

いる。）今後、特にブラジル、マレーシア、インドネシアにおいて、国策により現地調達

要件が強化される公算が高い。 

規則及び指針 

ドリルシップ及び掘削リグの建造規則及び指針は様々な船級協会により策定されている。

例えば、ABSは「ドリルシップ建造及び船級ガイド」（Guide for Building and Classing 

Drillships)(2011年)、「移動式洋上掘削設備の建造及び船級規則」（Rules for Building 

and Classing Mobile Offshore Drilling Units）(2012年)、「船級条件規則−—洋上ユニッ

ト及び構造物」（Rules for Conditions of Classification – Offshore Units and 

Structures）でドリルシップ/リグの規則及び指針を規定している。最近、BVは掘削設備の

船級規則を STRUCTURAL RULES NI569で規定した。同構造規則は新世代ドリルシップの船体

と構造物の間のインターフェースに重点を置いている。BVはまた NI570でオフショア掘削

リグのガイドラインを提供している。DNV は「オフショア掘削及び支援ユニットの船級規則」

（DNV-OSS-101 Rules for Classification of Offshore Drilling and Support Units）

（2010年）でオフショア掘削リグ規則を、「船型掘削及び坑井サービスユニットの構造設

計」(DNV-0S-C107 Structural Design of Ship-Shaped Drilling and Well Service 

Units)(2009年)で掘削リグのオフショア基準を定めている。 

IMOの「2009年移動式海洋掘削リグ建造規則」（Code for the Construction of Mobile 

Offshore Drilling Rigs 2009)はドリルシップとセミサブリグの設計、運転に影響を及ぼ

す。IMO MSC Circ.645では「自動船位保持システムを搭載した船舶向けガイドライン」

(Guidelines for Vessels with Dynamic Positioning Systems)を規定しており、これも掘

削設備の設計及び運転に影響を与える。IMCA(International Marine Contractors 

Association)もまた「自動船位保持システム搭載船の設計と運転のガイドライン」

（Guidelines for the Design and Operation of Dynamically Positioned Vessels） を

IMCA M103 Rev 1に規定しており、これには掘削設備の DPシステムのガイドラインが含ま

れている。 

リグ需要予測 

短期的には、ペトロブラスが Atlantico Sul造船所で建造中の 7隻のドリルシップに加

え、ブラジル沖に設置するドリルシップ 15基とセミサブリグ 6基の発注を計画している。
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これらの契約は 2012年第 1四半期に発注される見込みである。これらのユニットはブラジ

ル国内の造船所で建造されることになっている。ペトロブラスのリグ建造契約が発注され

れば、大水深掘削リグの受注残は大幅に拡大する。 

海洋掘削コントラクターは、超大水深リグ建造需要が今後鈍化するとは考えていないよ

うだ。 

• 2011年 12月、Seadrillは超大水深リグ部門の受注が今後も高いレベルで継続する

と予測しており、デイレートにさらなる上昇圧力がかかると期待している。

Seadrillは、「一般的にオフショア掘削の展望は好調であり、すべての市場部門で

契約活動が活発化している。原油価格が高い水準で推移しており、探鉱開発事業へ

の投資が拡大していること、既存の地域及び新たな地域における探鉱及び評価が成

功していることが成長要因となっている」としている。 

• Noble Drillingは最新の四半期事業報告で、同社が事業を行っているほぼ全ての地

域で大水深浮体式掘削システムの需要が好調であるとしている。例えば、米国メキ

シコ湾では「顧客の需要は爆発寸前」であり、メキシコでは「浮体式リグのニーズ

は発展を続けており」、ブラジルでは油層の「地質が予期したより良好」であるこ

とから、将来の大水深開発活動が加速されると期待されている。アフリカでは「ギ

ニア湾、西アフリカ、南西アフリカのサブソルト層で無数の鉱脈が発見されつつあ

り、大水深リグ需要はアンゴラ、ナイジェリア、ガーナにおける需要増に牽引され

て、中期的に大幅に成長するであろう」。アジア/太平洋では「浮体式リグの機会は

インドで増加すると予測され、また、南シナ海とインドネシア西部で大水深需要が

発現しつつある」。 

しかしながら、図表 3.2と 3.4のデータが示すように、オフショア掘削リグ建造市場は

好況と不況を繰り返している。今後も需要の波がないと信じる理由はない。2011年には 40

基が発注されたが、これは長期的に維持可能なレベルではない。大水深油ガス田オペレー

ターが探鉱開発事業に投入することのできる資本と人材にも限界がある。大水深探鉱開発

事業の拡大に油ガス田オペレーターが息切れすることにより、掘削リグ需要の成長はいず

れ勢いを失うと考えられる。 

長期的に見た場合、大水深リグ発注ペースは大水深探鉱開発活動の成長、高齢化する設

備の代替建造のニーズ、油ガス田オペレーターが探鉱開発事業に投入できる財政的、人材

的資源に左右される。長期的には、代替建造需要と大水深探鉱開発需要に対応するために、
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年間 15〜20 基のドリルシップ又はセミサブリグが発注されると予測するのが妥当であろう。

下方予測は過去 10年間の年間平均発注数と同水準であり、上方予測は建造ブームである過

去 7年間の平均と同水準である。 

しかし、南米、西アフリカ、その他の地域で大規模な大水深油ガス田が新たに発見され

れば、さらに需要が拡大する可能性があり、今後 10年間の発注ペースには大きな変動があ

ると考えられる。 

今後 10年間の発注の多くは大水深及び超大水深で運転可能なリグとなるであろう。これ

らのユニットには DPが搭載され、水深 12,000フィートを超える（おそらくこれよりも水

深の大きい）海域で運転可能なものとなるであろう。しかし、船上搭載係留システムを使

用した中水深海域仕様の掘削リグの建造も継続すると考えられる。 

技術開発の動向 

掘削リグの運転海域の大水深化に伴い、システム及び機器の冗長性と信頼性がますます

重視されており、今後の大水深掘削リグ技術に大きな影響を及ぼすと考えられる。探鉱活

動はより沖合へ、より大水深へと移行している。新型ドリルシップの現在の最大稼働水深

である 12,000フィート(3,700メートル)を超える水深で原油が発見されないと考える理由

はない。将来の超大水深鉱脈の探鉱開発には最大稼働水深 15,000〜20,000フィート

（4,600〜6,100メートル）を超えるさらに大型のドリルシップが必要となる。 

メキシコ湾で発生した Macondo油井の原油流出事故と西オーストラリア沖の Montara油

井の原油流出事故により、油井制御と原油流出対応を向上させる設備設計への関心が高ま

っている。掘削作業中の原油流出事故発生のリスクを最小化するために、設備の設計を変

更し、システムや機器を追加する必要がある。特に、噴出防止装置（BOP)の冗長性を増し、

信頼性を向上させるための設計変更の必要があることは明らかである。これまでオフショ

ア掘削リグオーナーは油ガス田オペレーターとの契約の免責条項により保護されており、

掘削作業中の海中への原油の流出の責任は大幅に制限されていた。しかし、メキシコ湾の

Macondo油井における原油流出事故の結果、リグオーナー側の過失が証明された場合には、

巨額の賠償請求の扉が開かれた。これにより、リグオーナーが掘削リグを設計、艤装、運

転において過失を問われるリスクを最小限に抑えることに重点を置くようになるのは必至

である。 

日本の造船所及び舶用機器サプライヤーにとっての参入機会 
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大水深ドリルシップ及びセミサブ掘削リグ建造市場にはすでに確固たる有力企業が存在

するが、水深 15,000〜20,000フィート（4,600〜6,100メートル）で運転可能な次世代ドリ

ルシップの建造は日本の造船事業者にとって市場参入機会となる。現在の大水深ドリルシ

ップを一変する設計の、10億ドルを超える大型のドリルシップの需要が発生する可能性が

ある。Transocean、Noble、Seadrillを始めとする大手海洋掘削コントラクターと次世代ド

リルシップの設計要求について話し合う機会を持つことを勧める。 

セミサブリグとドリルシップはスラスタに要求される性能が大きいところ、日本企業は

スラスタ技術で設計エンジニアリング経験が豊富である。スラスタ市場は潜在性のある市

場であり、日本企業はこの部門で具体的な実績を持っている。Kawasakiは KSRT−320LF/AC

電気アジマススラスタ 6基、KT-255B3F電気サイドスラスタ 1基を掘削船「ちきゅう」に供

給した実績がある。「ちきゅう」には三井が DPシステム、5MWの主発電セット 6基、2.5MW

の補助発電セット 2基を供給した。 

また、中水深リグは大直径のケーブルとアンカーチェーン係留システムを必要としてお

り、日本のケーブル・チェーンメーカーにとって市場参入機会となる。 
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4. オフショア支援船 

本章では、大水深オフショア支援船市場を概説し、現在の運航隻数、主要船主、発注数

の推移、受注残、典型的な機器、購入決定要因、規則及び指針、需要予測、技術開発の動

向、日本の造船所及び舶用機器サプライヤーにとっての市場機会について論じる。 

現在運航されているオフショア支援船のプロファイル 

現在、投錨作業、プラットフォームへの資材・燃料・物資等の輸送、及び洋上建設/保守

作業に使用される大型オフショア支援船は世界に約 820隻存在する。このうち、「大型ア

ンカーハンドリング・タグサプライ船（AHTS)17（10,000bhp以上）」が 431隻、プラットフ

ォーム・サプライ船（PSV）などの「その他の大型 OSV（4,000dwt以上、以下単に「大型

OSV」という。）」が 255隻、パイプ敷設作業、ROV支援、坑井刺激、その他のサービスに

使用されるその他の大型作業船（4,000dwt以上）が 130隻である。 

Maersk AHTS 全長 90m 

Maersk PSV 全長 82.5m 

                                                        

17 AHTS: AH=アンカーハンドリング（＝操錨作業）、T=タグ（＝曳航）、S=サプライ（＝物

資補給）; AHT:AH=アンカーハンドリング(=操錨作業)、T=タグ（＝曳航） 
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図表 4.1 就航大型 AHTS一覧 
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図表 4.2 就航大型 OSV一覧 
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大型 AHTS及び大型 OVSの船隊は近代的である。現在運転されている大型 AHTSの 70パー

セントは船齢 10年以下であり、52％が船齢 5年以下である。大型 OSV船隊はさらに若く、

84%が船齢 10年以下、59%が船齢 5年以下である。 

図表 4.3に示すように、大型 AHTS及び大型 OSVの新規就航数は 2009年及び 2010年に急

増した。これは、大水深及び超大水深油ガス田開発を支援するために使用される強力な

AHTSと大型 OSVの需要が増大したことを反映したものである。 
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図表 4.3 大型 AHTS及び大型 OSVの船齢分布（年間建造数） 

 

AHTSと OSVの主要オーナー 

ドリルシップ及びセミサブの船主構成と比較すると、AHTS及び OSVの船主は比較的多数

の企業に分散している。図表 4.4に AHTSと OSVのオペレーターの上位 23社（運航隻数ベ

ース）を示す。これらのオペレーターは現在運航されている大型 AHTSの 65%、大型 OSVの

61%を占めており、残りを 70社以上が分け合っている。 

大型 AHTSの運航隻数では Maerskが群を抜いている。同社が保有するアンカーハンドリ

ング・タグのうち 44隻が大型 AHTSであり、現在世界で運航されている大型 AHTS総数の

10％を占める。2位は 18隻の大型 AHTSを保有する Farstadであり、BAHTourbon、Soltstad、

DOF/Norskanがそれぞれ 17隻でこれに続く。上位 5社が現在運航されている大型 AHTSの約

26%を保有している。 

大型 OSVについては、DOF/Norskanが最大数の 15隻を保有し、Edison Chouestと

Solstadがそれぞれ 14隻で同数 2位となっている。Bourbonが 13隻で 4位、GulfMarkが

11隻で 5位を占める。これらの上位 5社が現在運航されている大型 OSVの 26％を保有して

いる。 
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図表 4.4 AHTS及び OSVの主要オーナー（運航隻数ベース） 

 

発注トレンド 

過去 10年間に 707隻の大型 AHTS及び大型 OSVが発注された。うち約 47%が大型 AHTSで

あり、53%が大型 OSVであった。 

図表 4.5に示すように、大型 AHTSと大型 OSVの発注数は 2000年代の半ばに上昇気流に

乗った。過去 10年間の年間平均発注数は 70隻であるが、過去 7年間には平均 90隻が発注

されている。発注ペースの加速は、油ガス田開発が超大水深に進出し、探鉱開発活動を支

援するために大型船舶が必要となっていることを反映している。 

しかし、2000年代半ば以降の発注数は年により大きなばらつきがある。ピークの 2007年

には 153隻が発注されたが、2009年には 28隻で底を打った。これは世界金融危機の影響を

反映したものである。 
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図表 4.5 過去 10年間の大型 AHTSと大型 OSVの発注数 

 

受注残 

2011年 12月現在、世界で 70隻の大型 AHTSと 183隻の大型 OSVが発注されている。建造

国は全世界に広がっており、シンガポール、ブラジル、中国、米国、ノルウェーがこの部

門で出色した存在感を示している。 

大型 AHTSの主要建造造船所は Drydocks World Singapore、ABG造船所、武晶造船所

（Wuchang）である。2011年 11月現在、これらの造船所はそれぞれ 5隻以上の AHTSを受注

している。Bharati、Fujian Southwest、Nantong、Singapore Technologies、STX Niteroi

がそれぞれ 4隻でこれに続く。 

大型 AHTSの発注数が最も多いのは、11隻を発注している Swire Pacificである。同社は

Singapore Technologiesで 4隻、Drydocks World Singaporeで 4隻、Sekwan Heavy 

Industries で 3 隻を建造中である。4 隻以上の AHTS を発注している船主は Viko Offshore、

Norskan、Nan Cheon、Boa Shippingである。 

大型 OSVの主要建造造船所は Eastern Shipbuilding (19隻)、STX Tulcea(14隻)、

Zhejian (14隻)、Fujian Mawei (12隻)、Wilson Sons (10隻)、Remontowa(9隻)、

Guangzbou Huangpu（8隻）、Halter(8隻), Kleven Werft(8隻)である。 

2011年 11月現在、米国を拠点とするオペレーター2社が大型 OSV発注数で上位 2位を占

めている。Hornbeck Offshoreは米国で 16隻の大型 OSV、Tidewaterは中国で 13隻の大型

－ 109 －



 

OSVを建造している。3位は Bourbon Offshoreであり 12隻の大型 OSVを中国で建造してい

る。 

2011年 11月現在で発注されている大型 AHTSと大型 OSVの一覧を図表 4.6と図表 4.7に

示す。 
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図表 4.6 発注済みの大型 AHTS一覧 
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                      図表 4.7 発注済みの大型 OSV一覧 
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主要な機器サプライ 

大型 AHTSには極めて高機能の機器が搭載される。図表 4.8に新造 AHTSの主要機械装置

パッケージの一例をあげる。Skandi Amazonsは Norskan Offshoreがブラジル沖向けに建造

している全長 95メートルの最新鋭、高性能の大型 AHTSであり、出力 15,360kWのディーゼ

ルレエクトリック機関を搭載し、曳引力は 300トンである。 

図表 4.8 大型新造 AHTS技術スペックの一例 

主項目 

全長(LOA) 95m 

垂線間長（LBP） 84.8m 
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幅 24.0m 

深さ 9.8m 

喫水 6.5m 

主甲板面積 750m2 

居住区 60名 

エンジン・推進器 

主機関 7,680kw(2) 

曳引力 300t 

電動機 3,500kw(2) 

主発電機 2,100kW(4) 

非常用発電機 200kw(1) 

軸発電機 4,000kw(2) 

推進器 可変ピッチプロペラ(2) 

試運転最大速力 17.5ノット 

操船システム 

DPシステム DP II Kongsberg 

バウトンネルスラスタ 1,200kW(2) 

バウアジマススラスタ 1,500kw(1) 

船尾トンネルスラスタ 1,200kw(1) 

船尾アジマススラスタ 1,500kW(1) 

甲板クレーン 

ナックル式ブームクレーン 15t-20m(1) 

ナックル式ジブクレーン 5t/3.4-11m (2) 

ウィンチ 

ウィンドラス／ムアリングウィンチ 最大速度 29m/分 17トン（２） 

船首タガー油圧ウィンチ 最大速度 22m/分 24トン（２） 

船尾タガー油圧ウィンチ 最大速度 29m/分 17トン （２）

 

AHTSに比べると、OSVは比較的シンプルである。図表 4.9に新造 OSVの技術スペックの

一例を示す。同船は DOF 向けに建造されている全長 87.9 メートルのバルバスバウ設計 PSV、
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Skandi Kvitsoyである。同 PSVは Caterpillarディーゼル機関 4基を搭載し、総出力は

8,380kWである。 

図表 4.9 大型新造 OSV技術スペックの一例 

主項目 

全長(LOA) 87.9m 

垂線間長（LBP） 79.4m 

幅 19.0m 

深さ 8.0m 

喫水 6.6m 

主甲板面積 950m2 

デッキカーゴ 甲板上 1m、2,600トン 

居住区 26名 

エンジン・推進器 

主機関 Cat 2095kW (4) 

主発電機 2,000kW(4) 

推進システム Contraz 15 (2) 

フォワードスラスタ 880kW(1) 

スウィングアップスラスタ 880kW(1) 

補助エンジン 370kW（1) 

速力 15ノット 

甲板機械 

ウィンドラスウィンチ Rolls Royce Rauma (1) 

ムアリングウィンチ Rolls Royce Rauma (1) 

タガーウィンチ Rolls Royce Rauma 10t (2) 

キャプスタン Rolls Royce Rauma 10t (1) 

クレーン 

プロビジョンクレーン 10m 5トン（1) 

ギャングウェイクレーン 10m 1トン(1) 

 

－ 116 －



 

オフショア支援船舶向け舶用機器市場における有力企業は Rolls Royce、 Wärtsilä 、

Siemens、Kongsberg、ABBである。 

過去 20年間に Rolls Royceは、企業買収により、オフショア支援船市場向け舶用機械設

備のサプライチェーンに沿った総合的な製品やサービスを供給する能力を築き上げてきた。

同社は Ulsteinの買収により、最新鋭の AHTS/OSV標準設計を提供する能力を獲得した。

Rolls Royceによると、UT700シリーズ設計 OSVは世界で 320隻以上建造されている。

Rolls Royceはまた、Bergenブランドの 4ストロークディーゼル機関と

Ulstein/KaMeWa/Aquamaster設計のアジマススラスタ、トンネルスラスタを含む推進システ

ム一式を供給することができる。さらに同社は、曳航及び投錨作業用のウィンチの主力サ

プライヤーでもあり、世界で運航する AHTS 700隻以上に Brattvaagウィンチを供給した実

績がある。 

Wärtsilä もまた、オフショア支援船向け設計と機器の大手サプライヤーとしての地位を

確立している。Wärtsilä によれば、同社は「特許を保有する多くのソリューションを提供

する世界最大のオフショア支援船設計事業者」である。同社が提供する製品には、オフシ

ョア支援船のエンジン、プロペラ、スラスタが含まれる。同社は AHTSと OSV向けに二元燃

料エンジンを供給しており、これには LNG燃料を使用する新設計が含まれる。Wärtsilä は

最近、米国の OSVオペレーターである Harvey Gulf向けに建造されている 2隻の OSVの統

合推進システム供給契約を受注しており、ガス焚き Wartisla 6シリンダー34DFエンジンを

供給する。 

Siemensも大型 AHTS/OSV市場で確固たる地位を確立している。同社は大型オフショア支

援船向けにディーゼルエレクトリック推進システムの統合ソリューションを提供している。

最近では、Fincantieri傘下の米国造船所で建造されている 2隻の OSVに搭載されるマルチ

ドライブ低電圧推進システムの単独供給契約を受注しており、ディーゼルエレクトリック

と自動化システムの設計を担当している。同社が提供する製品には発電機、主推進装置、

スラスタモータ、配電盤、電力制御システムが含まれる。 

Kongsbergは AHTS及び OSV向け DPシステムの主力サプライヤーである。Kongsbergによ

れば、同社のシステムは現在就航中の 1,200隻以上の AHTS/OSVに搭載されている。

Kongsbergは OSV向けにナ￥ビゲーション、操船、自動船位保持システム、自動化の統合ソ

リューションを提供している。同社の製品スコープには、ワンマン・オペレーション用に
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設計された統合航海ブリッジ、AHTS及び OSVから操作可能な後方作業ブリッジ設計が含ま

れる。 

ABBも AHTS及び OSV市場で地歩を固めている。同社は OSV向け電気推進システムを一括

ソリューションとして供給している。ABBによれば、全 OSVの半数近くに同社の電気推進シ

ステムが搭載されている。同社が供給する製品には発電機、分電システム、主推進機関、

アジマススラスタ、自動化装置が含まれる。 

Wärtsilä は AHTSと OSV向け主機供給の最大手であり、現在発注されている 70隻の AHTS

のうち 22隻に主機を供給している。AHTS主機サプライヤーとしては MAN B&Wが 2番手であ

り、Caterpillar/MAK、Bergens、Hyundai Himsenがこれに続く。 

Cumminsは OSV向けエンジンサプライヤーとして最大手であり、現在発注されている 183

隻の OSV のうち 39 隻にエンジンを供給している。Wärtsilä と Caterpillar が僅差で続き、

ぞれぞれ 33隻と 31隻への納入契約を受注している。 

図表 4.10に現在発注されている AHTSと OSVのエンジンサプライヤーの内訳を示す。 
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図表 4.10 発注済みの AHTS及び OSVの主要エンジンサプライヤー 

 

購入決定要因 

図表 4.1、4.2、4.6、4.7に示した AHTS及び OSVのオペレーターが造船所及び主要舶用

機器サプライヤーにとって受注の鍵を握っている。Maersk、Bourbon、DOFのような企業が

発注の決定を下す。これらのオペレーターは建造造船所を決定し、造船所が標準的な設計

を持っているかどうか、カスタム仕様がどの程度コストに影響するかを考え合わせて、推

進システムを始めとするその他のシステム要求を決定する。 

発注の決定にあたって船価は重要であるが、これらの船舶は危険を伴う環境で運航され

ることから、製品の品質とサプライヤーとの取引経験にも大きな比重が置かれる。最近で

は燃料効率が重要視されるようになってきたが、運航時の燃料費は油ガス田オペレーター
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が負担するため、AHTSまたは OSVの船主が燃料効率の優れた船舶にどの程度プレミアムを

払うかは未知数であるが、最近、多くの AHTS/OSVオペレーターは船舶からの排ガスに関す

る IMO新規制に対応する「クリーン設計」を売り物にし、新造船が環境に優しいことを強

調している。 

過去の取引実績を通して築かれた顧客/サプライヤー関係の他には、顧客、建造造船所、

機器サプライヤーの間に特に強い関係は見られない。ただし、AHTS/OSV標準設計には特定

メーカーの機器搭載を指定したものもある。 

AHTSや OSVでも現地調達が要求される傾向が見られる。ブラジルでは、現地調達要件に

より、システムや機器の現地製造能力を有する地元企業が優先されている。ペトロブラス

は AHTS及び OSVの現地調達率を最低 75%とすることを義務付けている。その結果、受注を

狙う舶用機器メーカーは現地調達要件を満たすためにブラジルに現地工場を開設している。

しかし、現時点で主機、発電機セット、荷役システム、 DPシステム、AHTSに搭載される

シャークジョー、ウィンチは現地調達要件の対象から除外されている。 

規則及び指針 

複数の船級協会が AHTS及び OSV建造規則及び指針を作成している。例えば、ABSの「オ

フショア支援船建造・船級ガイド」（Guide for Building and Classing Offshore 

Support Vessels）（2011年)、DNVの「オフショア船の構造設計」（Structural Design 

of Offshore Ships）（2011年）、GLの「オフショアサービス船の船体構造規則」（Rules 

for Hull Structures of Offshore Service Vessels)(2010年)、ロイズ船級協会の 「DP

搭載オフショアサプライ船の安全運転のための国際ガイドライン」(International 

Guidelines for the Safe Operation of Dynamically Positioned Offshore Supply 

Vessels)(2009年)などがある。 

オフショア支援船の設計と運転は IMO決議によっても影響を受ける。IMO決議 MSC 

235(82)は「オフショアサプライ船の設計と建造のガイドライン」（Guidelines for 

Design and Construction of Offshore Supply Vessels)(2006年)を、IMO決議 A.862(20)

は「オフショアサプライ船による貨物と人員の輸送のための安全実施コード」（Code of 

Safe Practice for the Carriage of Cargoes and Persons by Offshore Supply Vessels)

を規定しており、IMO決議 A.673(16)は「オフショア支援船にばら積みされた一定限度量の

危険・有害液体貨物の輸送及び取扱いガイドライン」（Guidelines for the Transport 
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and Handling of Limited Amounts of Hazardous and Noxious Liquid Substances in 

Bulk on Offshore Support Vessels)(IMO決議 MEPC.158(55),MSC236(82)で改正)を規定し

ている。 

また、旗国もオフショア支援船の設計と運転に影響を与える要件を策定している。例え

ば、マーシャル諸島は Marine Notice No. 2-011-35で、一般の旅客船に適用される SOLAS

要件とは異なる OSV安全要件を規定している。英国の海事安全局は Marine Guidance Note 

MGM 390(M)でオフショア支援船の設計建造ガイドラインを規定している。 

需要予測 

大水深油ガス田の開発の進行による新たな大水深探鉱・生産設備の需要拡大と共に、大

型 AHTS及び大型 OSV需要も拡大するであろう。大水深開発事業が活発化すればするほど、

必要とされるオフショア支援船数も増えるうえ、代替建造需要も加わる。 

Bourbonは、探鉱段階で係留掘削リグ 1基につき 2隻の大型 AHTSが必要であり、DP搭載

掘削リグ 1隻につき 2隻の OSVが必要となると予測している。油ガス田の開発段階には生

産設備の建設・設置作業を支援するためにさらに多くの AHTS/OSVが必要とされる。この段

階では最大 3隻の AHTS、3隻の OSV、その他の支援船が必要となる。生産段階に入っても、

引き続き生産設備の運転と坑井保全作業に大型 AHTSや大型 OSVが必要である。 

ペトロブラスだけでも今後 10年間に 280隻のオフショア支援船の調達を予定しており、

これによりペトロブラスの OSV船腹は現在のおよそ 2倍に拡大する18 。新造ドリルシップ/

セミサブリグが市場に投入され、浮体式生産システム数が増加するにつれ、他の油ガス田

オペレーターも、成長する大水深掘削活動にサービスを提供するために新しい大型 OSVを

必要とする。 

さらに、現在運航している 686隻の大型 AHTS/OSVのうち、97隻は今後 5年以内に船齢

20年以上となり、今後 20年以内に 172隻が船齢 20年を超える。これらの船舶は老朽化し

ており、技術的にも旧モデルであるため、代替建造の必要がある。これらの高齢船の半数

が今後 10年間に代替建造されると想定すると、年間平均 10隻の代替建造需要が発生する

と見込まれる。 

                                                        

18 Offshore, Innovation and Inverstment Propel Petrobras Toward Deep Waters: 

Interview with Jose Sergio Gabrielli, December 2011.  ブラジルのオフショア向け舶

用機器業界団体である ABENAVの予測はさらに高く、OSV新造需要を 542隻としている。 
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2000年代半ば以降の大型 AHTS/OSV平均発注ペースは年間 90隻であった。今後の大型

AHTSと大型 OSVの平均発注数は少なくとも過去 7年間と同水準となると期待される。新造

掘削リグが運転を開始し、大水深開発事業が加速するに従って、おそらく発注数はさらに

高い水準で推移するであろう。 

オフショア部門の融資を専門とする DVB銀行が行った最近のオフショア支援船市場分析

によれば、オフショア支援船の需要は今後 2年間に年間平均 9〜10％で成長すると予測され

ている。DVBは、2012年と 2013年に AHTS需要は年間 9.5％、OSV需要は年間 10％増加する

と予測しており、「アジア/太平洋とメキシコ湾、ブラジル、西アフリカの黄金の三角地帯

で運転されている高機能オフショア支援船の見通しは堅調である」と結論している。 

技術開発の動向 

本部門における技術開発は、オフショア支援船のエネルギー効率を向上し、より遠くよ

り深い海域で運航可能な設計を開発する方向に傾斜を深めている。 

ノルウェー船主で構成されるコンソーシアムである Energy Efficient Offshore 

Partnersは、オフショア部門におけるエネルギー効率を高め、燃料を節減するためのイニ

シアティブの特定を図るプロジェクトを立ち上げた。同コンソーシアムのメンバーは

Farstad、Havila Shipping、Siem Offshore、Solstad Offshore、Eidesvik、BOA Offshore

であり、船級協会 DNVがプロジェクトマネージャーである。 

Maerskは、最近発注した 2隻の AHTSは、従来の AHTS設計を「一新する」としている。

Maersk設計はエネルギー効率の最適化に向かうオフショア部門の将来の方向性を示してい

る。同船は図表 4.6を作成した後の 2011年 12月に、チリの ASENAV造船所に 1隻あたり 1

億ドルで発注された。新設計の詳細は明らかではないが、発表によれば、「すべての機械

は低エネルギー消費に最適化」されている。Maerskによれば、これらの新造船のエネルギ

ー消費量は在来設計よりも 25％少ない。 

Bourbonは、OSVの大型化、強力化、大容量化が今後も継続するとしている。将来の OSV

は DPII搭載、リキッドマッド、ブライン、ベースオイル、メタノール用の特殊プロダクト

タンクを備えるものとなる。ディーゼル電気推進が採用され、クレーン、大水深ウィンチ、

油回収、消火システム等について、大水深に特化された機器が搭載される。 

下図は Bourbonの超大水深向け新 OSV設計である。同船は全長 92メートル、幅 19.6メ

ートル、型深さ 7.8メートルであり、ディーゼルエレクトリックがデッキ上に搭載され、A 
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FIFI １クラスの消火装置も搭載される。リキッドマッドタンク容量は 15,000立方メート

ルである。 

 

また、Bourbonは極めて大型の超大水深向け AHTSを設計している。同船は全長 90メート

ル、幅 23 メートルである。詳細は公表されてないが、ハイブリッド推進システムを搭載し、

曳引力は 250トンとされている。これは Bourbonが現在保有する最大型 AHTSを 13トン上

回り、超大水深油ガス田における曳引作業を扱うためにますます強力な AHTSが必要となっ

ていることを示している。このユニットにも FIFI 1 消火システムが搭載される。ファンネ

ルはなく、クローズドスターン設計となっている。 

 

日本造船所及び舶用機器サプライヤーにとっての参入機会 

本部門は日本の造船所及び舶用機器サプライヤーにとって様々な市場機会を提供する。

建造契約価格が高く、高性能であり、高い品質が要求される高機能 AHTSの建造は、特に潜

在的可能性の大きい市場である。超大水深で運転可能な大型 AHTSの新造価格は 8,000万ド

ルから 1億ドルである。しかし、これらをもって AHTSの建造市場の門戸が新規参入に大き

く開かれていると言えるわけではない。本部門で地位を確立している造船所がすでに存在

し、取って代わるのは容易でない。しかし、これらの高性能船舶建造は参入市場として追

求する価値がある。 
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一方、その他の大型 OSVである PSV市場にはそれほど魅力はない。搭載される機器は比

較的シンプルであり、建造契約の価格は低く、この種の船舶を建造することができる造船

所は多い。これらの船舶は市場としては旨味が少ない。 

舶用機器の供給機会としてはアジマススラスタ、トンネルスラスタ、ディーゼルエレク

トリック発電機、自動化及び制御システム、ウィンチ、クレーン等がある。日本のメーカ

ーはこれらの製品の設計、製造に豊かな経験がある。しかし、参入への障壁がないわけで

はなく、それぞれの市場部門ですでに地位を築いている企業がある。だが、OSVの燃料効率

向上への関心が高まっていることから、推進システム、パワープラント、甲板機械の新設

計において新たな参入機会が開かれることが考えられる。 
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